



























示している。また、価格下落は 80 年代からその萌芽が見られたが、90 年代には製造
業全体に広がり、00 年代には全産業にまで至っていた。


























































　宮沢（1998）は、94 年度までの国民経済計算のデータにより第 3 次産業の労働生産性の「伸
び率」があまり高くないとした上で、以下のように指摘している。 
　①高度成長を支えた大きな要因の 1 つが、第 2 次産業における労働生産性の高い伸び率であ





性の増大に加え、労働生産性が相対的に低い第 1 次産業から相対的に高い第 2 次・第 3 次産業
への労働人口の移動が労働生産性の増大を加速させ、低成長期には、製造業の欧米諸国へのキ











　名目 GDP は 70 年代前半までは 15％以上の非常に高い伸びを示していたところ、第 1 次石
油危機や円高進行などの影響で 70 年代半ばから急落したが、以後、徐々に低下しつつも 90 年







　実質 GDP の伸びも名目 GDP や付加価値の伸びと概ね同様の動きをしているが、93 年度




GDP の伸びを上回る「名実逆転」が生じている。デフレータは、上述のように 93 年度までは
順調に上昇していたが、以降は下落に転じており、デフレが日本経済の課題として広く取り上
げられるよりも早く、デフレ化が進行していたことになる 2)。もう少し詳しくみるため各年代
のデフレータ上昇率の年率換算を算出すると、60 年代が 5.57％、以後、70 年代 7.63％、80 年
代 1.95％、90 年代 0.01％、00 年代▲ 1.29％となっており、石油危機や地価高騰が起こった 70
年代の高い伸びと、バブル経済が地価や株価には大きな影響を与えたものの一般物価（≒デフ
レータ）にはさほどの影響を与えなかったこと、2％程度の緩やかなインフレが経済の正常な




























の労働生産性を基にしているが、60 ～ 10 年度の平均でも順位に殆ど変動はない。
　企業規模は法企の定義に従い資本金 1 億円未満を中小企業、同 1 億円以上 10 億円未満を中
堅企業、同 10 億円以上を大企業とすることで、全産業を 12 のグループに分け、各グループの
付加価値の構成比の変化を分析することとする。
　まず、60 年度と 10 年度の状況を比較し、次に時系列に沿って分析していくこととする。
(1) 60 年度と 10 年度の比較
　図表 2 は、生産性高低別、規模別のシェアを 60 年度、10 年度で比較したものである。まず、
生産性高低別の各グループの動きをみる（折線グラフ）と、製造業の縮小と非製造表の拡大が
みてとれる。
　製造業（高）はシェアを 12.0％ポイント（28.6 → 16.6％）縮小させているが、製造業（低）















を縮小（62.9 → 32.6％）、非製造業（低）では拡大（37.1 → 67.4％）している。つまり、非製
造業内に限れば、製造業とは異なり生産性のより高い業種へのシフトは観察されず、製造業（低）
のみが全産業でのシェアでみても大幅に拡大させていることになる。











に占める製造業（高）大企業（15.9 → 10．0％）、製造業（低）中小企業（17.5 → 6.4％）のシ
ェアの急減や、非製造業（低）において、大企業が 10.7％ポイント（12.1 → 22.8％）、中堅企







































（Total Factor Productivity、以下 TFP）が想定されている。本節においても、成長要因の動
向を確認するため、成長会計の概念を活用し、付加価値の伸びを労働投入の寄与、資本投入の








L：総従業員数（= 従業員数＋役員数）　α：労働分配率（= 人件費 / 付加価値額）






　図表 4 は、全産業の 60 ～ 10 年度の 10 年毎の名目付加価値の伸び率、実質付加価値の伸び、
TFP、労働投入、資本投入、価格の寄与を年率換算で表したものである。まず、60 ～ 10 年度
では、名目付加価値が 7％台半ばで伸びており、その内訳は、実質付加価値の伸びが 5％強、
価格が 2％台半ば、資本投入が 2％強、TFP、労働投入が 1％台半ばとなっていることがわかる。
名目付加価値の伸びへ価格、資本投入、TFP、労働投入の順で寄与したこととなる。







































換がなされていたのかもしれない ( ポイント 5 )。価格は大きなマイナス寄与となっており、デ
フレの深刻化がうかがえるとともに、名目付加価値の伸び率もまた、マイナスとなっている。
　以上で、年代別の成長要因を概観してきたが、全産業という大きな括りでは、（ポイント 1）


















































　次に、図表 7 ～ 10 により年代別の動きを、(1) で指摘したポイントを中心にみていく。なお、
いずれのポイントも TFP 及び価格に対するものであることから、右 2 要因を中心に考察する。

























食料品の TFP がマイナス寄与となっているのが特徴的でありこの傾向は 70 年代以降も続く。
非製造業（高）では、価格は概ね同等の寄与となっているが、TFP は運輸で最も大きな寄与
を示している。非製造業（低）では、サービス、建設の TFP が大きな寄与を示し、全体の
TFP の拡大に貢献している。これら 2 業種とも典型的な非貿易産業であり対外競争の機会が






　産業別でみると、TFP のみは製造業が大きく他の 3 要因は非製造業が大きくなっているが、




る。また、価格の占める割合は、全般的に 60 年代よりも大きくなっており、(1) で確認した地
価高騰や第 1 次石油危機による物価上昇が、あらゆる産業に影響を及ぼしたことがうかがえる。
　業種別では、TFP は製造業（高）の全ての業種で製造業（低）より大きく、特に電気機械、













　以上のように、製造業（高）での大きい TFP 寄与、非製造業（低）の TFP のマイナス寄与から、
70 年代の全産業の TFP の多くの部分が対外キャッチアップを中心とする製造業（高）による
ものであったことがわかる。
 （5）80 年代の動き
















くの業種で価格がマイナス寄与となっており、80 年代は 70 年代では製造業（高）の一部の業
種に限られていた価格下落が、製造業（低）に波及しだした時期ともいえよう。
　非製造業（高）では、鉱業や電気・ガス・水道で TFP がマイナス寄与となるなど、TFP の
低迷が目立つ一方、他方で労働投入や資本投入、価格の寄与は比較的大きい業種が多い。これ















このことから、( ポイント 4 ) の指摘は、概ね正確であったといえよう。
　業種別では、製造業（高）の各業種は全て価格がマイナス寄与となり、またほとんどの業種
でプラスの TFP を示している。このような傾向は、電気機械や化学では 70 年代からみられ、
80 年代には他の業種まで波及していったことは確認したが、70 年代や 80 年代は労働投入や資
本投入が概ねプラス寄与であったのに対し、90 年代ではこれらの成長要因が大幅に縮小、或























ービスで TFP の大きなプラス寄与がみられたことが挙げられる 14)。このことから （ポイント 5）
の指摘は、労働力の充実を伴った TFP のプラス寄与という点では正解であったといえよう。  
　業種別では、製造業（高）のうち、電気機械で 90 年代に引き続き TFP の大きなプラス寄与、
価格の大きなマイナス寄与がみられる。他業種も鉄鋼以外は、TFP がプラス寄与、価格がマ
イナス寄与を示しているが、いずれも 90  年代よりも大幅に縮小しており名目・実質付加価値
ともに概ねゼロ成長となっていることから、製造業（高）の特徴は電気機械により形作られた
ことになる。非製造業では、不動産や運輸、サービス、建設など多くの業種で価格がマイナス
寄与に転じ、また TFP は 90 年代の大きなマイナス寄与が縮小、或いはプラス寄与へ転化し






　本稿においては、1 節で先行研究のサマリーを行った後、2 節で 1960 年代以降の日本経済の
動きを把握し、付加価値の源泉である労働、資本の伸びに加え、名目付加価値の要素であるデ
フレータについても確認を行った。
　3 節で（労働）生産性の高低、規模に着目して各業種を 12 グループに分類し、シェアの変
化を時系列的に分析した結果、製造業の 6 グループは概ね全ての期間でシェアを縮小させてい
る一方、非製造業（低）グループは規模に関わらず製造業とは対照的に概ね全ての期間でシェ











































00 年代に入ると、非製造業の TFP がプラスに転化し、非製造業中の大きな部分を占めるサー
ビス業の生産性も改善しつつあるなど、明るい兆しが見え始めている。
　景気の実感により近いとされる名目成長率の要因である価格に関しても、13 年 12 月に月例
経済報告から「デフレ」との表現が削除されるなど、デフレ脱却に向かいつつある。
　以上のような明るい兆しを「兆し」に終わらせないためには、TFP に関しては、付加価値、


















1）相関関係（R２）は付加価値の伸びと名目 GDP の伸びが 0.98、付加価値の伸びと実質 GDP　が 0.82。 
　標準偏差は名目 GDP の伸びが 6.47、付加価値の伸びが 7.56。
2）月例経済報告では 01 年 4 月に「緩やかなデフレ」と判断、06 年 7 月に「デフレ」との表 　現は削除
　したものの、09 年 11 月に再び「緩やかなデフレ状況」と判断している。その後、　13 年 12 月に「デフ
　レ」  との表現は削除されている。
3）　産業別の動き（％、年率換算）
4）　60 年代以降の産業全体の伸び率は年率 7.6％、電気機械は 7.2％、一般機械は 7.4％と遜色　色のない成
　長を遂げているが、鉱業は 3.6％、卸売は 6.9％の成長に留まっている。
5）William J. Baumol, and Edward Wolff (1979)
	 	 60～10年	 60 年代	 70 年代	 80 年代	 90 年代	 00 年代	 
付加価値の
伸び	 
製造業	 6.1	 	 16.1	 	 12.1	 	 5.0	 	 0.3	 	 ▲1.8	 	 
非製造業	 8.7	 	 19.6	 	 15.8	 	 7.2	 	 1.6	 	 0.6	 	 
雇用者総数
の伸び	 
製造業	 0.6	 	 3.4	 	 0.9	 	 0.8	 	 ▲0.3	 	 ▲1.6	 	 
非製造業	 3.1	 	 5.2	 	 4.3	 	 2.9	 	 2.2	 	 0.8	 	 
固定資産の
伸び	 
製造業	 6.0	 	 15.8	 	 8.5	 	 6.4	 	 1.9	 	 ▲1.7	 	 
非製造業	 8.0	 	 14.8	 	 13.8	 	 9.7	 	 3.6	 	 ▲0.9	 	 
デフレータ
の伸び	 
製造業	 0.4	 	 ‐	 5.1	 	 0.7	 	 ▲1.3	 	 ▲2.9	 	 
























　　   　























固定資産	 13.6	 14.6	 10.1	 6.4	 6.3	 6.1	 5.6	 ▲0.6	 ▲0.6	 ▲1.6	 






















消費者	 6.0	 5.5	 11.5	 6.5	 2.5	 1.4	 1.1	 0.3	 ▲0.4	 ▲0.1	 






















労働	 59.8	 61.7	 66.1	 70.7	 71.5	 69.2	 71.8	 74.2	 71.5	 66.1	 











  　　　 
　　　　60 ～ 10 年度のみではなく、各年代でみても概ね負の相関関係が成立している。
13）労働生産性（実質）の伸び率（％）
　　　　 労働生産性の伸び率でみても、非製造業（低）、サービス、建設、小売とも、70 年代後
　　　  半から 80 年代にかけて低迷していることがわかる。
14）サービス業の付加価値、及び雇用者総数のシェア（％、対全産業）と TFP の推移 (％ )
 
　
	 全産業	 不動産	 電・ガ・水	 卸売	 サービス	 
60 年代前半	 58.6	 15.8	 98.7	 17.3	 17.9	 
00 年代後半	 50.0	 19.2	 97.4	 24.1	 24.1	 
 
	 60～10年度	 60 年代	 70 年代	 80 年代	 90 年代	 00 年代	 
係数	 ▲0.94	 0.07	 ▲0.96	 ▲0.68	 ▲0.63	 ▲0.97	 






















全産業	 42.3	 46.1	 21.1	 20.9	 5.3	 23.4	 ▲0.6	 ▲0.4	 6.3	 5.5	 
非（低）	 79.2	 48.6	 5.0	 	 	 4.4	 ▲1.0	 14.2	 ▲0.1	 ▲7.4	 4.9	 5.9	 
サービス	 	 115.2	 52.7	 5.5	 	 10.3	 ▲0.9	 	 	 	 4.8	 ▲2.7	 ▲0.7	 4.0	 9.6	 
建設	 86.9	 50.4	 ▲1.2	 ▲7.1	 ▲3.0	 21.7	 ▲7.3	 ▲9.3	 ▲4.9	 ▲1.7	 






	 60 年代	 70 年代	 80 年代	 90 年代	 00 年代	 
付加価値	 	 	 	 	 4.4	 	 	 	 	 7.5	 	 	 	 	 10.4	 	 	 	 	 14.5	 	 	 	 	 23.5	 
雇用者総数	 	 	 	 	 6.1	 	 	 	 	 9.2	 	 	 	 	 12.4	 	 	 	 	 17.3	 	 	 	 	 28.3	 
TFP	 	 	 	 	 6.7	 	 	 ▲0.2	 	 	 	 ▲0.9	 	 	 	 ▲0.1	 	 	 	 	 2.11	 
 　通商白書（2008）でも、「『OECD Compendium of Productivity Indicators 2008』におい
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Observations on the long-term change in Japan's 
industrial structure and the causes 
　 　This paper uses the Financial Statements Statistics of 
Corporations by Industry data to focus on the scale of and 
increases/decreases in labor productivity, dividing all industries 
into 12 groups in order to analyse and investigate the background 
to changes in market share at industry level since the 1960s.
　　It is found that for long periods there was a strong negative 
correlation between the contributions of total factor productivity 
(TFP) and price. Industries that reaped the fruits of TFP were able 
to restrain the pass-through into prices of the costs of capital and 
labor inputs, while industries that did not benefit from TFP appear 
to have passed through costs to prices in order to recover those 
costs. This is substantiated by the fact that from the 1970s, TFP 
made the largest contribution in manufacturing-industry groups 
in which productivity was high, with price making the smallest 
contribution in those same groups, subsequently turning nagative 
from the 1980s. In non-manufacturing industry the trend was 
generally the reverse. In addition, price declines began to become 
visible from the 1980s, spreading throughout manufacturing 
industry during the 1990s and then throughout the industrial 
sector in the 2000s.
御　園  　一
－128－
